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農薬に対する人々の考え方

埼玉県農林総合研究センター水田農業研究所所長 根本 久
（農業環境技術研究所 評議員）

在の日本は、アジアでは最も進んだ環境技 

術や環境政策を持っている国であり、他の

国々への技術移転や支援が期待されている。しか

し、農業や環境に対する人々の考え方や対応は絶

対的なものではなく、経済状況によっても異なる

ことに留意したい。

殺虫剤DDTは2001年のストックホルム条約に

おいて、残留性有機汚染物質（POPs）に指定され

た。しかし、WHO（世界保健機関）は2006年9月

に、マラリアを媒介する蚊を駆除するため、DDT

を室内の壁に噴霧することを奨励する方針を出し

た。長い年月をかけて問題となるDDTのリスク

と、目の前にあるマラリアのリスク、皆さんはど

ちらを取るだろうか？

1990年代に海外の国際会議に参加すると、日本

はすこぶる評判が悪かった。オランダ・ハーグで

開かれた植物保護会議では、アフリカの食糧増産

のために農薬や化学肥料を援助した事例につい

て、日本政府と特定の農薬会社が非難された。現

地の農民が農薬を使いこなせないにもかかわら

ず、大量の農薬を送り込んだため、使われずに野

積みにされた農薬が、環境や人体に悪影響を与え

ているというのである。

また、英国・カーディフでのIOBC農薬の生態毒

性国際会議では、「日本に輸出する農産物は、大量

の農薬を使って栽培した外観がきれいなものでな

いと買ってもらえない。日本は農産物輸出国の農

民に過剰な防除を強いている。」と非難された。

この時期、日本国内では、「外国産の農産物には

農薬がたくさん使用されていて、子孫に遺伝毒性

が及ぶ」などといったキャンペーンが盛んに行われ

ていたが、2002年には、登録が失効したダイホル

タンやプリクトランなどの違法な農薬が全国各地

で使用されていたことが明らかになった。

2008年、中国産のギョウザからメタミドホスが

検出されて問題になっていた時期に、中国に減農

薬の技術指導に行ったときのことだ。案内役の中

国人は「あの事件は日本の食品会社の陰謀で、

でっちあげだ」とまくしたてていた。しかしその

後、このギョウザの在庫を食べた中国人にメタミ

ドホスの急性中毒を起こすものが出たと報道があ

り、今年になってギョウザに薬物を混入した犯人

が逮捕されたという。私には、日本のマスコミ報

道へのその案内役の反応と、先に述べた海外から

の非難への日本国内の反応とが、重なって見えた。

ネパールは最貧国の一つであるが、殺虫剤を使

わずに茶を栽培する方法を日本に来て研修したい

と言う人がいた。ネパールでは高価な殺虫剤が買

えず、安価な有機塩素系殺虫剤を使用して栽培し

た紅茶をヨーロッパに輸出すると、受け付けても

らえず廃棄されてしまうからだ。しかし、日本に

はネパールに移転可能な茶の無農薬栽培技術はほ

とんどない。

技術に対する考え方や対応は、各国の経済や社

会の状況によって変わる。相手国が必要とする最

善の技術を移転することが期待される。
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